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2024 年 11 月１日 

各 位 

 

会 社 名  株式会社網屋 

代表者名  代表取締役社長  石田 晃太 

（コード：4258 東証グロース） 

問合せ先  取締役管理本部長   森 行博 

（TEL. 03-6822-9999） 

 

 

株式会社ＮＳＤとの業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、本日、2024 年 11 月１日に株式会社ＮＳＤとの間で、業務提携することを決定し、当社のカンタン SIEM

（統合型ログ管理）製品「ALog」の販売代理店契約を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたしま

す。 

 

記 

 

１．業務提携の理由及び内容 

 東証プライム企業である株式会社ＮＳＤは、エンタープライズ企業を中心にコンサルティングからセキュリ

ティ製品の販売までトータルでサービスを提供しており、当社の純国産 SIEM 製品「ALog」の販売を機に、顧

客情報の流出を防ぐログ監視サービス等、自社セキュリティソリューションサービスの増強及び販売の促進を

目指すため、この度、当社との販売代理店契約を締結することとなりました。 

 当社の「ALog」は、専門知識を要さずにサイバー攻撃の検知、原因特定や影響範囲の分析・特定をカンタン

に実現する純国産の SIEM製品です。 

サブスク型でクラウド、オンプレが選べるタイプであるため、大手 SIer のクラウドセキュリティサービス

に使用されるケースが多く、今回の業務提携においても同様に、株式会社ＮＳＤの顧客であるエンタープライ

ズ企業への包括的なサイバーセキュリティ対策として、「ALog」を活用したログサービスの提供、もしくは、

「ALog」製品の販売を行っていく予定です。 

この度の契約締結により、株式会社ＮＳＤが企業のさまざまなログデータを一元的に収集・分析し、セキュ

リティ運用をサポートすることで販売を促進し、当社は株式会社ＮＳＤの販売による「ALog」の更なる売上拡

大を目指して参ります。当社としましては、両社のサイバーセキュリティ事業の更なる成長の契機になるもの

と見込んでおります。 
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２．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社ＮＳＤ 

（２） 所 在 地 東京都千代田区神田淡路町二丁目 101 番地 

（3） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 今城 義和 

（４） 事 業 内 容 

システム開発事業 

IT コンサルティング・システムの企画・設計・開発・IT インフラの 

構築 

ソリューション事業 

IT を利用したサービスの提供・ソフトウェア・プロダクトの販売 

（５） 資 本 金 7,205 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1969 年４月８日 

（７） 大株主及び持株比率 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

ＩＰＣ株式会社 

SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 

（常任代理人：香港上海銀行東京支店） 

12.37% 

6.70% 

6.03% 

 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 

当該会社へのセキュリティサービスの提供並びに当該

会社からのセキュリティ製品の仕入など、セキュリティ

関連の相互取引があります。 

関連当事者へ

の 該 当 状 況 
該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び財政状態 

決算期 2022 年３月期 2023 年３月期 2024 年３月期 

 純 資 産 51,844 百万円 55,458 百万円 64,032 百万円 

 総 資 産 63,274 百万円 68,159 百万円 86,405 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 657.57 円 711.73 円 811.26 円 

 売 上 高 71,188 百万円 77,982 百万円 101,263 百万円 

 営 業 利 益 11,414 百万円 12,524 百万円 15,180 百万円 

 経 常 利 益 11,654 百万円 12,662 百万円 15,340 百万円 

 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
7,823 百万円 10,219 百万円 10,262 百万円 

 １株当たり当期純利益 99.37 円 132.31 円 133.291 円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 52.00 円 67.00 円 72.00 円 

 

３．日 程 

（１） 契 約 締 結 日 2024 年 11 月１日 

（２） 業 務 提 携 開 始 日 2024 年 11 月１日 
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４．今後の見通し 

本件は、中長期的に当社の業績及び企業価値向上に資するものと考えており、今後、開示すべき重要な事項

が発生した場合には、速やかに業績への影響を開示いたします 。 

 

以上 


